
（案） 

秋田県再エネ工業団地（下新城地区）電力供給事業の共同実施に関する協定書 

 

 

秋田県（以下「甲」という。）と【事業者名】(以下「乙」という。)は、秋田県秋田市下新城地

区の再エネ工業団地（以下、「再エネ工業団地」という。）における電力供給事業者選定のための

公募型プロポ－ザルの審査結果を受けて、安定的かつ効率的な再生可能エネルギー（以下「再エ

ネ」という。）の調達・供給・発電等の機能を担う電力供給事業（以下「電力供給事業」という。）

の立ち上げに向けて以下のとおり協定を締結する。 

 

第 1 条（目的） 

本協定は、甲が造成・売却する工業団地への企業誘致を促進するとともに、再エ

ネ工業団地における再エネ比率が 100%の電力（以下「再エネ 100%電力」という。）

の安定的な供給の実現に向けて、甲及び乙が相互に連携・協力するために必要な基

本的事項を定めることを目的とする。 

具体的には、次に掲げる事項の実現を目的とする。 

① 再エネ工業団地に立地する企業に対し、再エネ 100％電力を安定的かつ継続的に

供給できる電力供給事業を成立させること。 

② 当該電力供給事業について、技術面及び経営面の両面から、入居企業が安心し

て事業活動を行うことができる信頼性及び持続性を確保すること。 

③ 競争力のある電気料金水準の実現を通じて、再エネ工業団地への企業誘致及び

立地の促進を図ること。 

④ 本事業を通じて、地域における脱炭素化の推進、秋田県産洋上風力発電をはじ

めとする再エネの積極的かつ有効な活用、並びに県内産業の発展や地域経済へ

の波及効果の創出に資すること。 

第 2 条（誠実協議） 

甲及び乙は、本協定及び電力供給事業の円滑な推進のため、相互に誠意をもって

協議し、信頼関係のもとに解決を図る。 

 

第 3 条（事前協議） 

電気料金の大幅な変更、電力供給の停止、事業の撤退、その他本事業の継続又は

入居企業に重大な影響を及ぼす事項が発生し、又は発生するおそれがある場合に

は、乙は事前に甲と協議する。 
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第 4 条（役割分担） 

1．甲及び乙は、本協定締結の前提となった募集要項に記載された「中核事業者 

等の業務範囲」及び「県の業務範囲・協力事項」に該当する内容を基本とし 

て、それぞれの役割を分担し、誠実に遂行する。 

2．甲及び乙は、事業の立ち上げ期（再エネ工業団地への企業誘致期間）におい 

ては、前項の役割分担を踏まえ、募集要項に記載された内容を踏まえつつ、 

相互に連携・協力し、本事業の円滑な立ち上げに努めるものとする。 

3．甲及び乙は、事業の運営期（電力供給開始後の供給・運用期間）において 

は、前２項の考え方を踏まえ、募集要項に記載された内容を基本として、相 

互に連携・協力し、本事業の安定的かつ継続的な運営に努めるものとする。 

 

第 5 条（提案内容の実現に向けた取組及び変更時の協議） 

1．乙は、募集要項に基づき提出し、採択された提案書に記載された内容（以下

「提案内容」という。）について、本事業の目的を踏まえ、実現に向けて最大 

限努力するものとする。 

2．甲及び乙は、提案内容の実現にあたり、相互に連携・協力するものとする。 

3．社会情勢の変化、制度改正、技術的制約その他当事者の合理的な支配の及ば 

ないやむを得ない事情により、提案内容の全部又は一部について変更又は未 

実現が生じるおそれがある場合には、乙は、その背景及び理由を甲に説明 

し、甲及び乙は誠意をもって協議のうえ、今後の対応方針について検討する 

ものとする。 

4．前項の協議においては、当該提案内容について、直ちに実現できない場合で 

あっても、将来的な実現可能性、代替手段又は段階的な対応の可否等を含 

め、実現に向けた方策について検討するものとする。 

 

第 6 条（定期的な情報共有） 

甲及び乙は、年に数回以上（原則として 3 か月に 1 回以上）、協議の場を設け、

電力供給実績、再エネ比率、企業誘致の状況、入居企業等に関する情報を相互に共

有するものとし、必要に応じて随時情報共有及び協議を行うものとする。 

 

第 7 条（緊急時の報告） 

重大事故、長期間の停電その他本事業の運営に重大な影響を及ぼす事態が発生し

た場合には、乙は速やかに甲に報告する。 
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第 8 条（秘密情報の取扱い） 

1．甲及び乙は、本協定及び本事業の遂行に関連して知り得た秘密情報を、第三 

者に開示又は漏えいしてはならない。 

2．甲及び乙は、自社の役員、従業員、委託先、協力会社その他本事業に関与す 

る第三者に対しても、本条と同等の守秘義務を課し、その履行を確保するた 

めに必要な措置を講じなければならない。 

3．本条の規定は、当事者の退任又は本協定若しくは関連契約の終了後も有効に 

存続する。 

 

第 9 条（協定期間） 

本協定の有効期間は、本協定締結日から事業開始後 20 年間を目途とし、期間満了

後も必要に応じ、甲及び乙による協議のうえ、延長又は新協定を締結することがで

きる。 

 

第 10条（協定の見直し及び解除） 

社会情勢の変化、法令改正又は技術進展等により、本協定の内容を見直す必要が

生じた場合には、甲及び乙は事前に協議を行うものとする。また、重大な契約違反

があった場合には、協定の解除について協議することができる。 

 

第 11条（不可抗力） 

自然災害又はその他の当事者の合理的な支配の及ばない事由により生じた債務不

履行については、当該当事者はその責を負わないものとする。 

 

第 12条（協議及び管轄） 

本協定に関して疑義又は紛争が生じた場合には、甲及び乙は誠実に協議し解決を

図るものとする。協議によっても解決しない場合には、秋田地方裁判所を第一審の

専属的合意管轄裁判所とする。 

 

第 13条（文書の作成） 

本協定書は 2 部作成し、甲及び乙が記名押印のうえ、各 1 部を保管するものとす

る。 
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甲 

（住所) 

（団体名） 

（代表者） 

 

乙 

（住所） 

（団体名） 

(代表者) 


